
第２次山形県循環型社会形成推進計画の中間見直し（骨子案）について 

 

 

 

 

 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅢⅢⅢⅢ    施策に係る現状と課題施策に係る現状と課題施策に係る現状と課題施策に係る現状と課題（○現状、●課題）（○現状、●課題）（○現状、●課題）（○現状、●課題） 

Ⅳ 基本的数値目標の見直し 

１ 見直しの考え方 

① 最新の国の平成３２年度目標値（国の基本方針（※１）及び循環基本計画（※２）で設定）を基本とする。 

② 現計画目標値が国の目標値よりさらに厳しい場合は、現計画の目標値を目標値とする。 

③ 既に国の平成32年度目標値も達成し、かつ現計画の目標値を達成している項目については、より厳しい目標値を設定

する。 

※１ 国の基本方針：廃棄物処理法第５条の２の規定により、国が廃棄物の減量化の目標等を定めている基本的な方針。平成13年度の策定以来、５年

ごとに見直しが行われており、直近は平成28年１月21日に変更。 

※２ 循環基本計画：循環型社会形成推進基本法第15条第２項の規定により、国が循環型社会の形成のための施策について定めている基本的な計画。

平成14年度の策定以来、５年ごとに見直しが行われており、直近は平成25年5月に策定。 

 

２ 平成32年度の基本的数値目標 

区 分 項  目 H26年度実績値 将来予測(H32)※３ 

H32H32H32H32年度目標値年度目標値年度目標値年度目標値    

（現計画の目標値）（現計画の目標値）（現計画の目標値）（現計画の目標値）    
目標値設定の項目別の考え方 

一 般 

廃棄物 

排出量 ４０８千ｔ ４０４千ｔ ３５５千ｔ（３５５千ｔ３５５千ｔ（３５５千ｔ３５５千ｔ（３５５千ｔ３５５千ｔ（３５５千ｔ））））    

国の目標値（H24比12％削減）より厳しい現計画現計画現計画現計画（（（（H24H24H24H24比比比比    

13.213.213.213.2％％％％%%%%減減減減）で設定）で設定）で設定）で設定    

 （事業系） １１１千ｔ １１８千ｔ ８９千ｔ８９千ｔ８９千ｔ８９千ｔ（９１千ｔ）    国の国の国の国の目標値目標値目標値目標値((((H12H12H12H12比比比比        35353535％減％減％減％減))))でででで設定設定設定設定    

(１人１日当たりの

家庭系ごみ排出量) 

５２６ｇ ５３６ｇ ４３０ｇ（４３０ｇ）４３０ｇ（４３０ｇ）４３０ｇ（４３０ｇ）４３０ｇ（４３０ｇ）    国の目標値(500ｇ)より厳しい現計画現計画現計画現計画４３０ｇで設定４３０ｇで設定４３０ｇで設定４３０ｇで設定 

リサイクル率 １９．０％ １９．２％ ２７２７２７２７％％％％（２５％）    
国の国の国の国の目標値目標値目標値目標値        27272727％％％％で設定で設定で設定で設定 

最終処分量 ４５千ｔ ４５千ｔ ３３３３８８８８千ｔ千ｔ千ｔ千ｔ（３９千ｔ）    
国の目標値国の目標値国の目標値国の目標値(H24(H24(H24(H24比比比比    14141414％減％減％減％減))))で設定で設定で設定で設定    

産 業 

廃棄物 

排出量 ３，５５８千ｔ 
３，５８９千ｔ 

３，５５８千ｔ３，５５８千ｔ３，５５８千ｔ３，５５８千ｔ    

（３，６２２千ｔ） 

国の目標値(H24比 3％増)及び将来予測(１％増)より厳しい

H26H26H26H26実績値実績値実績値実績値に抑制に抑制に抑制に抑制 

リサイクル率 ５９．０％ ５８．８％ ６０％（６０％）６０％（６０％）６０％（６０％）６０％（６０％）    
国の目標値(56％)を上回る現計画現計画現計画現計画（６０％）で設定（６０％）で設定（６０％）で設定（６０％）で設定 

最終処分量 ９６千ｔ ９７千ｔ ９０千ｔ９０千ｔ９０千ｔ９０千ｔ（９０千ｔ）（９０千ｔ）（９０千ｔ）（９０千ｔ）    

国の目標値(H24比 1％減)より厳しい現計画（現計画（現計画（現計画（H26H26H26H26比比比比    6.36.36.36.3％％％％

減減減減））））でででで設定設定設定設定 

※３ 将来予測：平成27年度県委託調査による将来予測結果（現行の排出抑制、再資源化対策等を継続した場合の数値） 

 

平成２８年１月２５日 

環 境 エ ネ ル ギ ー 部 

Ⅴ 施策の強化（☆新規、★拡充） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※※※※    その他の施策については、それぞれの現状と課題を踏まえ必要な見直しを行う。その他の施策については、それぞれの現状と課題を踏まえ必要な見直しを行う。その他の施策については、それぞれの現状と課題を踏まえ必要な見直しを行う。その他の施策については、それぞれの現状と課題を踏まえ必要な見直しを行う。    

≪≪≪≪    一般廃棄物の排出削減及びリサイクルの推進に係る取組みの強化一般廃棄物の排出削減及びリサイクルの推進に係る取組みの強化一般廃棄物の排出削減及びリサイクルの推進に係る取組みの強化一般廃棄物の排出削減及びリサイクルの推進に係る取組みの強化    ≫≫≫≫    

事業系一般廃棄物に係る取組みを推進するため、生活系一般廃棄物に係る施策と事業系一般廃棄物に係る施策を整理

し、県民、事業者、行政のそれぞれの主体の役割を明確にした。 

【具体的な取組み】 

☆ 工業団地を対象に、紙ごみ等事業系一般廃棄物の共同回収リサイクルモデルシステムを構築し、市町村等と連携

し県内に普及させる取組みを推進する。 

★ 雑紙等の分別回収を働きかけ取組み市町村の拡大を図る。 H26：27市町村 ⇒ H32：全市町村 

★ 小型家電リサイクルに関する研究会を開催するなど、取組み市町村の拡大を図る。 

取組み市町村数 H26：20市町村 ⇒ H32：全市町村 

≪≪≪≪    人口減少・高齢化社会に対応した安定かつ効率的な一般廃棄物の処理人口減少・高齢化社会に対応した安定かつ効率的な一般廃棄物の処理人口減少・高齢化社会に対応した安定かつ効率的な一般廃棄物の処理人口減少・高齢化社会に対応した安定かつ効率的な一般廃棄物の処理    ≫≫≫≫    

【具体的な取組み】 

★ 人口減少・高齢化社会に対応したごみ（一般廃棄物）処理体制に関する情報交換の場を設定し、効率的な回収体

制の整備や変化する質に対応する分別方法の導入など、市町村の取組みを支援する。 

≪≪≪≪    災害時における廃棄物処理体制の強化災害時における廃棄物処理体制の強化災害時における廃棄物処理体制の強化災害時における廃棄物処理体制の強化    ≫≫≫≫    

【具体的な取組み】 

☆ 山形県災害廃棄物処理計画を新たに策定するとともに、県の計画と連携した市町村災害廃棄物処理計画の策定を

支援する。 

≪≪≪≪    各企業から排出される廃棄物の処理技術の確立と事業化への支援各企業から排出される廃棄物の処理技術の確立と事業化への支援各企業から排出される廃棄物の処理技術の確立と事業化への支援各企業から排出される廃棄物の処理技術の確立と事業化への支援    ≫≫≫≫    

【具体的な取組み】 

★ 県内外企業、大学、公的試験研究機関が行う研究や技術に関する情報を把握・分析し、３Ｒ推進環境コーディネ

ーターを活用した情報提供体制を構築していく。 

★ 個々の企業だけの取組みでは解決が困難な共通の廃棄物等について、大学や支援機関、異業種連携による排出削

減技術の研究から、施設整備、販路開拓・拡大までを一体的に支援していく。 

１１１１    資源循環型社会システムの形成（廃棄物の発生抑制）資源循環型社会システムの形成（廃棄物の発生抑制）資源循環型社会システムの形成（廃棄物の発生抑制）資源循環型社会システムの形成（廃棄物の発生抑制） 

○ ごみゼロやまがた県民運動、やまがた環境展の開催、マイバック運動の推進などにより、県民に対し３Ｒ（発

生抑制、再使用、再生利用）の普及啓発を図った結果、日常生活において「ごみの減量化」などに取り組んでい

る県民の割合は93.5％となっている。（平成27年度県政アンケート調査） 

● 一般廃棄物全体の排出量は減少しているものの、事業系一般廃棄物の排出量が増加しているため、事業系一般

廃棄物の排出削減等に関する施策を強化する必要がある。 

● 一般廃棄物のリサイクル率が伸び悩んでおり、雑紙の分別回収や小型家電のリサイクルを推進する必要がある。 

２２２２    資源の循環を担う産業の振興（循環型産業の支援）資源の循環を担う産業の振興（循環型産業の支援）資源の循環を担う産業の振興（循環型産業の支援）資源の循環を担う産業の振興（循環型産業の支援）    

○ 廃棄物の発生抑制やリサイクルの推進に結びつく研究開発への支援や、リサイクルを推進するための施設・設

備の整備への支援を行った結果、商品化に結びついた製品や新たにリサイクル等に取り組む事業者が出てくるな

ど、循環型産業の創出・育成、廃棄物の発生抑制等が図られた。 

● 循環型産業の創出・育成をさらに推進するためには、企業のニーズや大学・研究機関のシーズ等を的確に把握

し、商品化や事業化、販路開拓・拡大までを視野に入れた一体的な支援策が必要である。    

３３３３    廃棄物の適正な処理による環境負荷の低減（廃棄物の適正処理の推進）廃棄物の適正な処理による環境負荷の低減（廃棄物の適正処理の推進）廃棄物の適正な処理による環境負荷の低減（廃棄物の適正処理の推進）廃棄物の適正な処理による環境負荷の低減（廃棄物の適正処理の推進） 

○ 不法投棄防止パトロールや監視カメラの設置等により、不法投棄の未然防止を図るとともに、不法投棄された

箇所の原状回復を実施した結果、不法投棄箇所は着実に減少している。 

● 人口減少、高齢化社会の到来により、ごみ出し困難者対策や介護用品等ごみの質の変化に対応した分別方法な

ど地域の実情にあった収集・処理体制等を構築していく必要がある。 

● 廃棄物処理法の改正（平成27年８月施行）に伴い、非常災害時に備えた廃棄物処理体制を構築する必要がある。 

 

 資料 ５ 

ⅠⅠⅠⅠ    第２次山形県循環型社会形成推進計画と第２次山形県循環型社会形成推進計画と第２次山形県循環型社会形成推進計画と第２次山形県循環型社会形成推進計画と中間中間中間中間見直しの趣旨見直しの趣旨見直しの趣旨見直しの趣旨    

１ 第２次山形県循環型社会形成推進計画（計画期間：平成23～32年度の10年間） 

本計画は、本県における循環型社会の実現に向けた基本方針及び施策を示すもので、第３次山形県環境計画の分

野別計画及び廃棄物処理法第５条の５第１項の規定による都道府県廃棄物処理計画としての性格を有する。 

２ 中間見直しの趣旨 

計画では、（計画の始期から）５年後を目途として計画全体の見直しを図ると規定しており、国の法制度、社会経

済等の変化や計画目標の達成状況等の検証結果等を踏まえ、今回、平成32年度を目標年度とした数値目標及び取り

組むべき施策の見直しを行うもの。 

ⅡⅡⅡⅡ    基本的数値目標の達成状況基本的数値目標の達成状況基本的数値目標の達成状況基本的数値目標の達成状況（平成２６年度（平成２６年度（平成２６年度（平成２６年度実績値）実績値）実績値）実績値）    

１ 一般廃棄物 

○ 排出量は、平成21年度（計画策定時基準年）から８千トン（約２％）減少している。生活系一般廃棄物は減少

しているものの、事業系一般廃棄物が近年増加していることから、平成27年度の目標値を27千トン上回っている。 

○ リサイクル率は、平成21年度から0.6ポイント低下し、平成27年度の目標値を下回っている。スーパー等におけ

る食品トレイ等の店頭回収などの資源回収は進んでいるものの、市町村が行う雑紙などの分別回収が進んでいな

いことが、リサイクル率の伸び悩みにつながっていると推察される。 

○ 最終処分量は、平成21年度から３千トン（約６％）減少し、平成27年度の目標達成に向け順調に推移している。 

２ 産業廃棄物 

○ 排出量及び最終処分量は、既に平成27年度の目標値を達成し、リサイクル率は、目標達成に向け順調に推移し

ている。 

   【計画の基本的数値目標と達成状況】 

区 分 項  目 H21年度実績値 H26年度実績値 H27年度目標値（中間） H32年度目標値 

一 般 

廃棄物 

排出量 ４１６千トン ４０８千トン ３８１千トン ３５５千トン 

 (１人１日当たり排出量) ９０９ｇ ９２５ｇ ８６０ｇ ８２０ｇ 

リサイクル率 １９．６％ １９．０％ ２３％ ２５％ 

最終処分量 ４８千トン ４５千トン ４４千トン ３９千トン 

産 業 

廃棄物 

排出量 ３，５５７千トン ３，５５８千トン ３，５９３千トン ３，６２２千トン 

リサイクル率 ５８．４％ ５９．０％ ５９．４％ ６０％ 

最終処分量 １１３千トン ９６千トン １００千トン ９０千トン 


